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入院中の大前提
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・ 治療・リハビリに集中して、できる限りの回復を目指す。

● 治療・リハビリ

・ 治療費

健康保険・労災保険を適用して負担を減らす。

● 入院期間中の生活の維持

・ 委託病床は、長期間の入院が可能なので、治療・リハビリ
に集中しやすい環境である。

・ 生活費
保険会社や労災保険から休業補償を支払ってもらう。



症状固定
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・ 加害者に賠償を求めるには、交通事故によって被害者に生じた

損害の額を算定する必要がある。

① 自賠責保険の請求が可能になる。

→ 後遺障害が認定されれば、自賠責保険金を受領できる。

● 症状固定とは

● 症状固定の効果

② 保険会社は、治療費・休業損害などの支払を止める。

・ 損害額を算定するためには、症状固定の診断を受けた上で、
自賠責保険に後遺障害を認定してもらう必要がある。



症状固定の時期
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① 一般論

遷延性意識障害・脊髄損傷・高次脳機能障害などの重症患者の場合

→ 事故から「1年以上」が経過してからが一般的。

② 考慮要素

・ 主治医の見解（患者本人の回復状況）

・ 患者や家族の状況

● 症状固定とする時期の目安



症状固定の時期（考慮要素の解説）
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患者の回復状況を見て、主治医が、

「これ以上の回復は難しくなった」

と評価すれば、症状固定と判断されやすい。

・ 保険会社の支払いが止まることの影響

● 主治医の見解

● 患者や家族の状況

▶ 自宅の改造費
▶ 介護器具の購入費

・ 退院後の環境整備などのための資金需要



自賠責保険の請求に必要な書類
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【後遺障害診断書】 （作成：症状固定時の医療機関）



自賠責保険の請求に必要な書類
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【神経系統の障害に関する医学的意見】 （作成：症状固定時の医療機関）



自賠責保険の請求に必要な書類
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【日常生活状況報告】 （作成：家族）



自賠責保険の請求に必要な書類
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【頭部外傷後の意識障害についての所見】 （作成：初診の医療機関）



自賠責保険の請求に必要な書類
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【画像データ】 （作成：撮影した全ての医療機関）

〈レントゲン〉 〈CT〉 〈MRI〉



自賠責保険の請求手続（事前認定）
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【任意保険会社が、資料の収集・認定手続を行う方法】

メリット

・ 保険会社が資料の収集をしてくれる。

デメリット
・ 十分な資料の収集がなされない。

・ 示談成立まで
自賠責保険金が支払われない。



自賠責保険の請求手続（被害者請求）

13

・ 被害者が資料を収集する必要がある。

【被害者が資料を収集し、請求手続を行う方法】

メリット デメリット
・ 十分な資料を集めて提出できる。

・ 後遺障害が認定されれば
自賠責保険金を受けとれる。



退院後の生活場所
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① 自宅

② 病院（療養病床）

③ 介護施設

● 被害者の生活場所の選択肢

① 本人の状態

② 家族の介護能力

③ 利用可能な介護サービス

④ 得られる賠償金の額の違い

● 考慮要素



賠償手続の選択
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自賠責保険金は、賠償金の一部の先払いであり、

残額を請求する必要がある。選択肢は、大きく分けて３通り。

● 加害者(任意保険会社)への請求

① 示談

② 交通事故紛争処理センター

③ 裁判



損害賠償の請求手続の選択
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① 保険会社が後遺障害等級を争う可能性が低い。

② 解決までの期間が短期間で済む。

● 示談・交通事故紛争処理センターのメリット

● 裁判のメリット

① 裁判所による中立的な判断を受けられる。

② 弁護士費用・遅延損害金が認められる。

▶ 個々の損害項目

▶ 過失割合



成年後見
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① 被害者が成人になっていること

未成年の場合は、親権者が代理権を有するので不要。

● 成年後見が必要となる場合

① 親族（親・配偶者など）が後見人になる

② 親族が後見人になり、専門職が後見監督人になる。

③ 専門職が後見人になる。

④ 専門職が財産管理、親族が身上監護を行う（分掌）。

● 成年後見の形態

② 被害者が意思疎通できない状態、意思疎通ができても
判断能力が大きくかけていること



退院

事故から解決までにかかる期間の目安
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